
参考資料１ 

労働安全衛生法関係条文 

 

 

１ 危険有害性情報の伝達（ラベル・ＳＤＳ） 

 

［労働安全衛生法］ 

（表示等）  

第五十七条  爆発性の物、発火性の物、引火性の物その他の労働者に危険を生ずるおそれの

ある物若しくはベンゼン、ベンゼンを含有する製剤その他の労働者に健康障害を生ずるおそれ

のある物で政令で定めるもの又は前条第一項の物を容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は

提供する者は、厚生労働省令で定めるところにより、その容器又は包装（容器に入れ、かつ、

包装して、譲渡し、又は提供するときにあつては、その容器）に次に掲げるものを表示しなけれ

ばならない。ただし、その容器又は包装のうち、主として一般消費者の生活の用に供するため

のものについては、この限りでない。  

一  次に掲げる事項 

イ 名称 

ロ 成分 

ハ 人体に及ぼす作用 

ニ 貯蔵又は取扱い上の注意 

ホ イからニまでに掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項  

二  当該物を取り扱う労働者に注意を喚起するための標章で厚生労働大臣が定めるもの  

２  前項の政令で定める物又は前条第一項の物を前項に規定する方法以外の方法により譲渡

し、又は提供する者は、厚生労働省令で定めるところにより、同項各号の事項を記載した文書

を、譲渡し、又は提供する相手方に交付しなければならない。  

 

（文書の交付等）  

第五十七条の二  労働者に危険若しくは健康障害を生ずるおそれのある物で政令で定めるもの

又は第五十六条第一項の物（以下この条において「通知対象物」という。）を譲渡し、又は提供

する者は、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により通知対象物に関する次の事項

（前条第二項に規定する者にあつては、同項に規定する事項を除く。）を、譲渡し、又は提供す

る相手方に通知しなければならない。ただし、主として一般消費者の生活の用に供される製品

として通知対象物を譲渡し、又は提供する場合については、この限りでない。  

一  名称  

二  成分及びその含有量  

三  物理的及び化学的性質  

四  人体に及ぼす作用  
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五  貯蔵又は取扱い上の注意  

六  流出その他の事故が発生した場合において講ずべき応急の措置  

七  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項  

２  通知対象物を譲渡し、又は提供する者は、前項の規定により通知した事項に変更を行う必要

が生じたときは、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により、変更後の同項各号の

事項を、速やかに、譲渡し、又は提供した相手方に通知するよう努めなければならない。  

３  前二項に定めるもののほか、前二項の通知に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

［労働安全衛生規則］ 

（危険有害化学物質等に関する危険性又は有害性等の表示等）  

第二十四条の十四  化学物質、化学物質を含有する製剤その他の労働者に対する危険又は健

康障害を生ずるおそれのある物で厚生労働大臣が定めるもの（令第十八条 各号及び令別表

第三第一号に掲げる物を除く。以下この条及び次条において「危険有害化学物質等」という。）

を容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は提供する者は、その容器又は包装（容器に入れ、

かつ、包装して、譲渡し、又は提供するときにあつては、その容器）に次に掲げるものを表示す

るように努めなければならない。  

一  次に掲げる事項 

イ 名称 

ロ 成分 

ハ 人体に及ぼす作用 

ニ 貯蔵又は取扱い上の注意 

ホ 表示をする者の氏名（法人にあつては、その名称）、住所及び電話番号 

ヘ 注意喚起語 

ト 安定性及び反応性 

二  当該物を取り扱う労働者に注意を喚起するための標章で厚生労働大臣が定めるもの  

２  危険有害化学物質等を前項に規定する方法以外の方法により譲渡し、又は提供する者は、

同項各号の事項を記載した文書を、譲渡し、又は提供する相手方に交付するよう努めなければ

ならない。  

 

第二十四条の十五  特定危険有害化学物質等（危険有害化学物質等（法第五十七条の二第一

項 に規定する通知対象物を除く。）をいう。以下この項において同じ。）を譲渡し、又は提供す

る者は、文書の交付又は相手方の事業者が承諾した方法により特定危険有害化学物質等に

関する次に掲げる事項（前条第二項に規定する者にあつては、同条第一項に規定する事項を

除く。）を、譲渡し、又は提供する相手方の事業者に通知するよう努めなければならない。  

一  名称  

二  成分及びその含有量  
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三  物理的及び化学的性質  

四  人体に及ぼす作用  

五  貯蔵又は取扱い上の注意  

六  流出その他の事故が発生した場合において講ずべき応急の措置  

七  通知を行う者の氏名（法人にあつては、その名称）、住所及び電話番号  

八  危険性又は有害性の要約  

九  安定性及び反応性  

十  適用される法令  

十一  その他参考となる事項  

２  特定危険有害化学物質等を譲渡し、又は提供する者は、前項の規定により通知した事項に

変更を行う必要が生じたときは、文書の交付又は相手方の事業者が承諾した方法により、変更

後の同項各号の事項を、速やかに、譲渡し、又は提供した相手方の事業者に通知するよう努

めなければならない。 
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２．リスクアセスメント 

 

［労働安全衛生法］ 

（事業者の行うべき調査等）  

第二十八条の二  事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、ガス、

蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等を調査し、

その結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者

の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように努めなければならない。ただし、

当該調査のうち、化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は健康障

害を生ずるおそれのあるものに係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労働省令

で定める業種に属する事業者に限る。  

２  厚生労働大臣は、前条第一項及び第三項に定めるもののほか、前項の措置に関して、その

適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。  

３  厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援助等を

行うことができる。 
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３．一般原則 

 

［労働安全衛生法］ 

第二十条  事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。  

一  機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険  

二  爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険  

三  電気、熱その他のエネルギーによる危険 

 

第二十二条  事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。  

一  原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害  

二  放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害  

三  計器監視、精密工作等の作業による健康障害  

四  排気、排液又は残さい物による健康障害 

 

第二十六条  労働者は、事業者が第二十条から第二十五条まで及び前条第一項の規定に基づ

き講ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。  

 

第二十七条  第二十条から第二十五条まで及び第二十五条の二第一項の規定により事業者が

講ずべき措置及び前条の規定により労働者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で

定める。  

２  前項の厚生労働省令を定めるに当たつては、公害（環境基本法 （平成五年法律第九十一号）

第二条第三項 に規定する公害をいう。）その他一般公衆の災害で、労働災害と密接に関連す

るものの防止に関する法令の趣旨に反しないように配慮しなければならない。 

 

［労働安全衛生法施行令］ 

別表第一 

一 爆発性の物 

１ ニトログリコール、ニトログリセリン、ニトロセルローズその他の爆発性の硝酸エステル類 

２ トリニトロベンゼン、トリニトロトルエン、ピクリン酸その他の爆発性のニトロ化合物 

３ 過酢酸、メチルエチルケトン過酸化物、過酸化ベンゾイルその他の有機過酸化物 

４ アジ化ナトリウムその他の金属のアジ化物 

二 発火性の物 

１ 金属「リチウム」 

２ 金属「カリウム」 

３ 金属「ナトリウム」 

４ 黄りん 
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５ 硫化りん 

６ 赤りん 

７ セルロイド類 

８ 炭化カルシウム（別名カーバイド） 

９ りん化石灰 

１０ マグネシウム粉 

１１ アルミニウム粉 

１２ マグネシウム粉及びアルミニウム粉以外の金属粉 

１３ 亜二チオン酸ナトリウム（別名ハイドロサルフアイト） 

三 酸化性の物 

１ 塩素酸カリウム、塩素酸ナトリウム、塩素酸アンモニウムその他の塩素酸塩類 

２ 過塩素酸カリウム、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸アンモニウムその他の過塩素酸塩類 

３ 過酸化カリウム、過酸化ナトリウム、過酸化バリウムその他の無機過酸化物 

４ 硝酸カリウム、硝酸ナトリウム、硝酸アンモニウムその他の硝酸塩類 

５ 亜塩素酸ナトリウムその他の亜塩素酸塩類 

６ 次亜塩素酸カルシウムその他の次亜塩素酸塩類 

四 引火性の物 

１ エチルエーテル、ガソリン、アセトアルデヒド、酸化プロピレン、二硫化炭素その他の引火点

が零下三〇度未満の物 

２ ノルマルヘキサン、エチレンオキシド、アセトン、ベンゼン、メチルエチルケトンその他の引火

点が零下三〇度以上零度未満の物 

３ メタノール、エタノール、キシレン、酢酸ノルマル―ペンチル（別名酢酸ノルマル―アミル）その

他の引火点が零度以上三〇度未満の物 

４ 灯油、軽油、テレビン油、イソペンチルアルコール（別名イソアミルアルコール）、酢酸その他

の引火点が三〇度以上六五度未満の物 

五 可燃性のガス（水素、アセチレン、エチレン、メタン、エタン、プロパン、ブタンその他の温度

一五度、一気圧において気体である可燃性の物をいう。） 

 

［労働安全衛生規則］ 

（危険物を製造する場合等の措置）  

第二百五十六条  事業者は、危険物を製造し、又は取り扱うときは、爆発又は火災を防止するた

め、次に定めるところによらなければならない。  

一  爆発性の物（令別表第一第一号に掲げる爆発性の物をいう。）については、みだりに、火

気その他点火源となるおそれのあるものに接近させ、加熱し、摩擦し、又は衝撃を与えない

こと。  

二  発火性の物（令別表第一第二号に掲げる発火性の物をいう。）については、それぞれの種
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類に応じ、みだりに、火気その他点火源となるおそれのあるものに接近させ、酸化をうながす

物若しくは水に接触させ、加熱し、又は衝撃を与えないこと。  

三  酸化性の物（令別表第一第三号に掲げる酸化性の物をいう。以下同じ。）については、み

だりに、その分解がうながされるおそれのある物に接触させ、加熱し、摩擦し、又は衝撃を与

えないこと。  

四  引火性の物（令別表第一第四号に掲げる引火性の物をいう。以下同じ。）については、み

だりに、火気その他点火源となるおそれのあるものに接近させ、若しくは注ぎ、蒸発させ、又

は加熱しないこと。  

五  危険物を製造し、又は取り扱う設備のある場所を常に整理整とんし、及びその場所に、み

だりに、可燃性の物又は酸化性の物を置かないこと。  

２  労働者は、前項の場合には、同項各号に定めるところによらなければならない。  

 

（作業指揮者）  

第二百五十七条  事業者は、危険物を製造し、又は取り扱う作業（令第六条第二号 又は第八

号 に掲げる作業を除く。）を行なうときは、当該作業の指揮者を定め、その者に当該作業を指

揮させるとともに、次の事項を行なわせなければならない。  

一  危険物を製造し、又は取り扱う設備及び当該設備の附属設備について、随時点検し、異

常を認めたときは、直ちに、必要な措置をとること。  

二  危険物を製造し、又は取り扱う設備及び当該設備の附属設備がある場所における温度、

湿度、遮光及び換気の状態等について随時点検し、異常を認めたときは、直ちに、必要な措

置をとること。  

三  前各号に掲げるもののほか、危険物の取扱いの状況について、随時点検し、異常を認め

たときは、直ちに、必要な措置をとること。  

四  前各号の規定によりとつた措置について、記録しておくこと。 

 

（通風等による爆発又は火災の防止）  

第二百六十一条  事業者は、引火性の物の蒸気、可燃性ガス又は可燃性の粉じんが存在して

爆発又は火災が生ずるおそれのある場所については、当該蒸気、ガス又は粉じんによる爆発

又は火災を防止するため、通風、換気、除じん等の措置を講じなければならない。 

 

（異種の物の接触による発火等の防止）  

第二百六十四条  事業者は、異種の物が接触することにより発火し、又は爆発するおそれのあ

るときは、これらの物を接近して貯蔵し、又は同一の運搬機に積載してはならない。ただし、接

触防止のための措置を講じたときは、この限りでない。 

 

（自然発火の防止）  
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第二百六十六条  事業者は、自然発火の危険がある物を積み重ねるときは、危険な温度に上昇

しない措置を講じなければならない。 

 

（有害原因の除去）  

第五百七十六条  事業者は、有害物を取り扱い、ガス、蒸気又は粉じんを発散し、有害な光線又

は超音波にさらされ、騒音又は振動を発し、病原体によつて汚染される等有害な作業場におい

ては、その原因を除去するため、代替物の使用、作業の方法又は機械等の改善等必要な措置

を講じなければならない。  

 

（ガス等の発散の抑制等）  

第五百七十七条  事業者は、ガス、蒸気又は粉じんを発散する屋内作業場においては、当該屋

内作業場における空気中のガス、蒸気又は粉じんの含有濃度が有害な程度にならないように

するため、発散源を密閉する設備、局所排気装置又は全体換気装置を設ける等必要な措置を

講じなければならない。 

 

（呼吸用保護具等）  

第五百九十三条  事業者は、著しく暑熱又は寒冷な場所における業務、多量の高熱物体、低温

物体又は有害物を取り扱う業務、有害な光線にさらされる業務、ガス、蒸気又は粉じんを発散

する有害な場所における業務、病原体による汚染のおそれの著しい業務その他有害な業務に

おいては、当該業務に従事する労働者に使用させるために、保護衣、保護眼鏡、呼吸用保護

具等適切な保護具を備えなければならない。  

 

（皮膚障害防止用の保護具）  

第五百九十四条  事業者は、皮膚に障害を与える物を取り扱う業務又は有害物が皮膚から吸

収され、若しくは侵入して、中毒若しくは感染をおこすおそれのある業務においては、当該業務

に従事する労働者に使用させるために、塗布剤、不浸透性の保護衣、保護手袋又は履物等適

切な保護具を備えなければならない。  

 

（保護具の数等）  

第五百九十六条  事業者は、前三条に規定する保護具については、同時に就業する労働者の

人数と同数以上を備え、常時有効かつ清潔に保持しなければならない。  

 

（労働者の使用義務）  

第五百九十七条  第五百九十三条から第五百九十五条までに規定する業務に従事する労働者

は、事業者から当該業務に必要な保護具の使用を命じられたときは、当該保護具を使用しなけ

ればならない。  
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４．周知・教育 

 

［労働安全衛生法］ 

（安全衛生教育）  

第五十九条  事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定め

るところにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければなら

ない。  

２  前項の規定は、労働者の作業内容を変更したときについて準用する。  

３  事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、

厚生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を

行なわなければならない。 

 

（法令等の周知）  

第百一条 

２  事業者は、第五十七条の二第一項又は第二項の規定により通知された事項を、化学物質、

化学物質を含有する製剤その他の物で当該通知された事項に係るものを取り扱う各作業場の

見やすい場所に常時掲示し、又は備え付けることその他の厚生労働省令で定める方法により、

当該物を取り扱う労働者に周知させなければならない。 

 

［労働安全衛生規則］ 

（雇入れ時等の教育）  

第三十五条  事業者は、労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容を変更したときは、当該労

働者に対し、遅滞なく、次の事項のうち当該労働者が従事する業務に関する安全又は衛生の

ため必要な事項について、教育を行なわなければならない。ただし、令第二条第三号 に掲げ

る業種の事業場の労働者については、第一号から第四号までの事項についての教育を省略す

ることができる。  

一  機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること。  

二  安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関すること。  

三  作業手順に関すること。  

四  作業開始時の点検に関すること。  

五  当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること。  

六  整理、整頓及び清潔の保持に関すること。  

七  事故時等における応急措置及び退避に関すること。  

八  前各号に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項  

２  事業者は、前項各号に掲げる事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有している

と認められる労働者については、当該事項についての教育を省略することができる。 


